































ロシ アは1990年代 初め に急 速 な市 場経 済化 を開始 し,そ の 直後 か ら厳 しく長 い移行 不況 を
経験 したが,1990年代末 か らは高 成長 が続 い てい る。 ロシアの現 状 につ いての評 価 は分か れ
てお り,安 定 した成 長軌道 に乗 った とい う見 方 と,原 油高等 に よる一時 的 な成長 を示 している
に過 ぎない とい う見 方が あ る。 やや早 く1980年代末 か ら市場 経 済化 が緒 に着い た中東 欧では,
こ こ数年,高 い経済 成長が 続 き,2004年のEU加 盟後 はEUの 経済成 長牽 引力 とな るこ とが期
待 され てい る。 さ らに早 く1978年の 「改革 ・開放 政策 」 の開始 に端 を発 した 中国の市 場経 済
化 は,四 半世紀 を経 て,中 国経 済が先進 資本主義 諸国 に とって脅威 と映 るほ どまでに進展 して
い る。
これ ら移 行経 済諸 国の現状 ・展望 とのかか わ りで,最 近注 目 され てい るテーマの ひ とつが ,
中小企業 が そこ にお いて果 たす役 割 とい う問題で ある。近年,こ のテーマ をめ ぐって,い くつ
か の書物 が 出版 された(塚 本,2003。西川 ・谷 ・凌,2003。BonnelandGold,2002;Kirby
andWatson,2003;MclntyreandDallago,2003)。また,比 較 経 済体制学 会第43回 全 国大 会
(2003年6月7日)では,「移行過程 に おけ るス モール ビジネスー 生成 ・現状 ・課題一 」 とい う
分 科会 が設 け られ,大 原盛樹,小 西豊,吉 井 昌彦 の3氏 に よる報告 があ った。筆者 はこの分 科
会の コメ ンテ ー ター を務 めた こ ともあ り,あ らた めて この問題 の重要性 を意識 す るよ うになっ
た。
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この分科会の成果は,『比較経済体制学会会報』に発表 されるであろうが,本 稿では,上 に
挙げた5冊の書物 と,こ の分科会で明らかにされたこと(比較経済体制学会第43回全国大会予
稿集のほかに,大 原,2001年。小西,2003年。吉井,2001年)を主 として参考 にしなが ら,
移行経済と中小企業の関わ りについて検討する。
2.移 行 経済 に おけ る中小 企 業 の意 義
2-1.現代市場経済における中小企業
まず初めに,移 行経済諸国の現状 ・展望とのかかわ りで,な ぜ中小企業が重要なのかを検討
したいが,そ の前提 として,一 般的に現代の市場経済において中小企業がどのような意義を持
つ と考 え られているかを確認 してお こう(清 成 ・田中 ・港,1996年,7・24頁。Kirbyand
Watson,2003,pp.1-2.McIntyre,2003,pp.5-7)。
市場経済は,企 業間で自由な競争が行われ,競 争の結果 として継続的にイノベーションが起
こり,それが社会の福祉の向上につながる場合にのみ,存立 しうるであろう。そ うだとすれば,
市場への参入 ・退出の存在(非独占的市場)と企業家精神の存在が必要である。大企業体制は,
市場への参入 ・退出を阻み,同 時に,企 業家精神を弱らせる傾向(大 企業病)が ある。 これに
対 して,企 業家精神を持った諸個人(企 業家)に よって経営 される中小企業が新規に市場に参




る。その後,脱 工業化社会へ移行する過程で も,依 然 として大企業の優位性が強調 された。
「規模の経済性」 に代わって新たに大企業優位の根拠 とされたのは 「範囲の経済性」であった。
そのような中で ももちろん中小企業は存在 したが,そ れは多 くの場合,「規模の経済性」,
「範囲の経済性」が効かないため大企業が見捨てた 「ニッチ」市場 を目当て とす るものや,大
企業によって景気変動の調節弁 として利用 されるものであった。 したがって,中 小企業は,
「周辺的なもの」,「大企業の従属物」,「経済的弱者」 と見 られてきた。
中小企業 に対するこの ような見方に変化が起こったのは1980年代に入ってか らである。 ピ
オー レとセイベルの 『第2の産業分水嶺』(1984)はそれ を象徴する著作である。彼 らによれ
ば,大 量生産体制の確立が第1の 産業分水嶺 であるの に対 し,「柔軟 な専 門化」(flexible
specialization)の展開が第2 分水嶺である。「柔軟な専門化」は,大 量生産品の市場への飽
和,生 産技術の発展(コ ンピューター化,柔 軟生産の登場),市場細分化(ニ ッチ市場の増大)
などの条件の もとで可能となり,ま た優勢 となったものであり,そ こでは 「規模の経済性」や
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「範囲の経済性」 よりも,特徴ある財 ・サービスを市場に合わせて柔軟に提供することが競争
優位 となる。そ して,こ のような新 しい状況に適応 しやすいのは,サ ラリーマ ン化 した経営者
が肥大化 した組織を動か している大企業 よりも,企業家精神に富み,小 回りのきく中小企業で
あるといわれる。
さらに,同 じころ,中 小企業のもうひとつの役割が強調 されるようになった。それは,雇 用
創出力である。米国では,1969-1976年に新規雇用の約半分が新 しいベンチャー企業によって
作 り出 され,そ の半分は独立企業家の創業 したものだといわれる。 またイギ リスでは,1995-
1999年に,新 規開業企業が230万人の雇用 を作 り出 し,そ の85%は中小 ・零細企業によるも
のだったといわれる。
2-2.移行経済と中小企業
西側諸国での中小企業の歴史をこの ように概観 してみる と,1980年前後か ら市場経 済化の
緒に着いた旧社会主義諸国にとって,中小企業の役割は2つの意味で重要であることがわかる。
すなわち,ひ とつには,生 成 しつつある市場経済の本来的機能との関連においてであり,も う
ひとつには,世 界大の競争の焦点 となっている 「柔軟な専門化」への適応 との関連 においてで
ある。言い換えれば,イ ノベーションの担い手,柔 軟な専門化の担い手 としてである。
さらにまた,経 済体制の移行に伴 って不可避的な失業の受け皿となることも期待 される。す




社会主義計画経済下の状況に目を移せば,そ こでも中小企業は存在 していた。そのあ り方,な
らびに経済に占めるその比重は国により異なっていたが,所 有形態においておおむね国有 ・公
有であ り,市場経済 を背景 としない点で,西 側諸国のそれとは異なっていた。 したがって,既
存の中小企業 も,市場経済下の企業として性格転換 を遷げることを求められる。
また,市 場経済移行に伴 って2つの経路から中小企業が新たに登場 して くることが予想され
る。 ひとつには,過 剰に大規模な国有企業が改組(民 営化 を含む)さ れるさいに,中小企業が
ス ピンアウ トすることが予想 される。 もうひとつには,市 民の企業活動が解禁 されるので,中
小企業の新規開業が予想 される。
要するに,移 行経済下 の中小企業 に期待 される役割 としては,① イノベーシ ョンの担い手,
② 「柔軟な専 門化」の担い手,③ 失業の受け皿,の3つ が考えられ,中 小企業の出自としては,
①計画経済下の国有 ・公有中小企業の残存,② それらの民営化,③ 大規模国有 ・公有企業から
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の ス ピンア ウ ト,④ 新 規 開業,の4つ が想定 される。
3.ロ シ ア,中 東 欧,中 国 の 中 小 企 業 発 展 の 量 的 比 較
社 会 主義計 画 経 済下 での 中小企 業 の比重 は全般 的 に低 か った。 その原 因は,西 側 諸 国 で も
1970年代 まで 一般 的 であ った 「規模 の経 済性」へ の期待 が,生 産 手段 の 国家所有 制 の条件 下
で実現 されやす か った か らと言 って よか ろ う。
あ る統 計 に よれば,1980年代半 ば,製 造業 従事 者に 占め る 「小 企業 」(従業 員500人未満 の
企 業)従 業 員 の比重 は,米 国35,2%,西 ドイツ57.9%,チェ コス ロヴ ァキア1.4%,東 ドイ ッ
1.1%,ポー ラ ン ド10.0%(従業 員100人未満)で あった(Acs,2003,p.27)。別 の統 計 に よれ
ば,ソ 連17.5%(従業 員100人以下 は2.2%),ハンガ リー40%(同 じ く14%)で あ った(中
山,'1993,189頁)。また,1986年,1企 業 あ た りの平均 従業 員数 は,日 本15人 に対 して,ソ
連827人であ った(中 山,1993,188頁)。た しかに,西 側 諸 国 と比べて ソ連 ・東 欧諸 国では中
小企 業 の比 重が低 い こ とがわか る。た だ し,ポ ーラ ン ド,ハ ンガリーの ような改 革先進 国で は
ソ連 ほど低 くない こと も確 認で きる。
中国 で もや は り中小 企 業の比重 は低 かっ たが,「大躍進」期,「 文化大 革命」期 の混乱 のなか
で,国 有 ・公有 の 中小企 業が温存 され,ま た,農 村 では人民公 社付属 の 「社隊企 業」 とい う形
で中小企 業が徐 々に発 展 して いた。工 業部 門の 「社隊企 業」 は,1978年に79万4000あり,そ
の従業 員は1734万人,工 業総生 産額 の3.8%を生産 して いた。 さ らに,都 市 の私営 企業 と個 人
企 業の従 業員が すで に15万人 いた(戒 殿 新,2003,95,118-131頁)。
初期 条件 が この よ うに異 なるが,ロ シア,中 東欧,中 国 いずれ におい て も市場 経済化 とと も
に,中 小企 業が発 展 してい った。
ここでは,中 小 企業 の発展 を統計的 に確 認 しようとす るが,そ の ため には中小 企業 を定義す
る必要 があ る。OECDの レポー トによる と,国 際 的 に統一 され た定義 は ないが,最 もス タンダ
ー ドに近い地位 にあるの はEUの 定義で ある(OECD,2002a,p.1)。す なわち,従 業員 数,年 売
上 高 また は総 資産,独 立性 を基 準 とす る定 義であ る。 中東 欧諸 国はEU加 盟 を予 定 してい るの
でEUの 定義 を用 いて いるが,ロ シア,中 国は別の定 義 を用 い てい る。比 較の ため に 日本 と米
国の定 義 も合 わせ て示 す と,表1-5の とお りであ る。
これ らの定 義 を見比 べ てみ ると,相 互 にかな り相 違 してい るこ とが わかる。特 に注 意 を要 す
るのは,中 国の定義 が確立 され た もので な く,し か も特異 なこ とであ る。 す なわち,こ こに挙
げ た定 義 は,中 央 政府 が 国有 工業企業 の規模 別分類の基準 と して作 成 した もの らし く,地 方 に
よっては,業 種別 を考 慮 した別の基準 で分類 を行 っている。確立 され た概念 規定 は存 在 しない




基 準 業 種 小 企 業
民間 ・営利 全





工業 ・建設 ・運輸 ≦100人
農業 ・科学技術 ≦60人
従業員 卸売業 ≦50人




基準 零細企業 小企業 中企業
従業員 <10人 〈50人 <250人
年売上高
一
<700万 ユ ー ロ <4000万ユ ー ロ





















小 売 業 ≦50人 ≦5人
サー ビス業 ≦100人
(根拠)「中小企業基本法」(1999年改正 による)
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表5米 国の中小企業定義
基 準 小 企 業
民 間 民 間
独 立 性 所有,経 営 ともに独立
業界での地位 支配的でない
従 業 員 業種により基準が異 なるが,製 造業の
場合,従 業員500人未満が最 も一般的年売上高
(根拠)「小企業法」(1993年改正による)
る。 ロ シ アの定 義 もEU定 義 とは異 な る。 ただ し,ロ シ アの場 合,EU定 義 を用 い た デー タ
(PμMn,2003)も 利用 で きる。
この よ うに 中小企業 の定義 が 国に よ り異 な り,ま た,確 立 してい ない定義 もあ り,さ らに筆
者 自身の デー タ収集 が十分 で ないので,その発展度 をここで正確 に比較 す るこ とはで きないが,
次 に特 徴 的な デー タを列挙 して みる。 なお,中 東欧諸 国の なかでは,市 場経 済化 が最 も順調 に
進 んでい る とい われる ポー ラン ドとハ ンガ リーだけ を例 に取 る。
ロシア の 中小 企 業(従 業 員250人まで)は,企 業総 数 で93%,就 業 者総 数 で45%を 占め,
年売 上高 につい てみる と39%(2002)を占め る(PU酬n,2003,cTp.3)。 ポー ラン ドの中
小企 業 は企 業総 数 の約99.5%(Surdej,2003,p.103),就業者数 の約67%を 占め,GDPの48%
を生 産 してい る(OECD,2002,p.172)。ハ ンガリーの中小企業 は企業総 数の99.9%を占め,就
業者 数の68%を 占め,GDPの41%(2000)を 生産 している(OECD,2002,p.130)。中国の中
小企 業 は企 業総数 の99%で,工 業 生産 高の60%,利 潤 ・税収 の40%,就 業 者数 の約75%を 占
め てい る とい われ る(塚 本,2003,100頁)。
ち なみに,OECD諸 国の平均 では,中 小 企業 は企業 総数で96-99%,製造 業従業員 の60-70%
を占め てい る(OECD,2002,p.8)。EU諸国で は,企 業総数 で99.8%,就業 者数 の65.8%,年
総 売 上高 の56.7%を占め て い る(PI」 飢rl,2002)。また,日 本 の 中小 企業 は,企 業総 数 で
99.7%,就業者 数で69.5%を占め,年 売上高 につい てみる と,製 造業で52%,卸 売業 で62%,
小 売業 で73%(1999)を占める(OECD,2002,p.143)。
ここか らまずわか る ことは,ロ シア,中 東欧諸 国は,市 場経 済化 の開始時 と比 べ て中小企 業
が 急速 に発 展 し,企 業総 数 に 占め る比 率 ではOECD諸 国 の平均 に迫 って きたこ とで あ る。 中
国 にお け る中小企 業の 国民経済 上の地位 も相 当に重 い ことは確 かで あろ う。
しか し,中 小企 業が量 的 に増 えて きた こ とと,そ れが上述 の よ うな期 待 される役割 を果た し
え てい るこ と とは 同義 で ない。 また,現 在,中 小 企業 が ここ まで発 展 して きたか ら とい って,
今 後 も発 展す る とは限 らない。そ こで次 節 では,質 的 な面 か ら各 国の中小企 業の発展 過程,中
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小企業の現状の特徴,中 小企業発展の障碍,政 府等による中小企業支援政策 について検討す
る。




はわずかであ り,ま た,私 的企業活動は禁 じられていた。1980年代半ば,ゴ ルバチ ョフ政権
が 「ペ レス トロイカ」(改革)政 策を開始 したところからロシアの中小企業発展の歴史が始ま





れを後押 しした。国有部門が多 くの 「ニ ッチ」 を残 していたので,小 企業はそれを利用するこ
とがで き,特 に消費財(特 に生活用品,建 設資材)生 産,生 活関連サービス,小 売業,卸 売業
(特に外国製品の輸入)な どの分野で発展 した。
第2期は1992-1994年である。1992年はソ連解体後の新生ロシアの初年であ り,こ の年に急
進的市場経済化が開始された。特に,自 治体が所有する消費財生産,生 活関連サービス,小 売
業 などの小企業がほぼすべて民営化 された。 こうして1992-1993年には小企業数が急増 した。
しか し,この時期,マ クロ経済状況が極めて悪かったため,小 企業の発展分野は広がらず,ま
た,1994年になると小企業数の伸 びは止 まった。
第3期は1995-1997年である。1995年に 「小企業支援法」が制定 され,小 企業支援プログラ
ムが本格的に開始されるようになった。だが,小 企業セクターは拡大 しなかった。大企業の民
営化過程を通 じて,新 興財閥が形成され,経 済力の集中化が起こ り,これ ら財閥が主要な市場
を分割 した。マクロ経済状況 も依然 として悪かった。そこで,小 企業は2つのグループに分か
れた。ひとつは,大 企業への商品,資 金の仲介サービスを提供する小企業である。大企業経営
者と官僚の両方 とのコネを利用 してこの ような事業が可能 となるのであ り,このグループは高
い利益 を上げていたといわれる。 もうひとつは,従来 どお りの分野で活動する小企業であり,
これ らの企業はあまり利益 を上げることができず,市 場の変動の影響 を受け,ま た官僚 による
搾取の犠牲 にもなった。
第4期 は1998年以降である。1997年に市場経済移行後初めてプラス成長 を達成 し,経済が
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安 定化 す るか に見 えたが,1998年にロ シア は金融 危機 に陥 り,多 数 の銀行 が倒 産 し,需 要 が
急速 に縮小 し,当 然,小 企 業 も困難 に直面 した。 しか し,翌 年 か らマク ロ経済状 況が好転 した
こ と もあ り,金 融危機 の小企 業へ の影響 は 当初予 想 され たほ ど破 滅的 で はなか った(Radaev,
2063,pp.128・130)。だが,小 企 業が経 済 にお いて占め る比 重 を統計 数字で見 る と,1997年以後,
明 らか に下が って いる。 その代 わ り,法 人格 を持 たない 自営業 者の比重 が増大 して いる。そ の
理 由 は,自 営 業 のほ うが 特典 が多 く,制 約が少 ないか らだ とされ てい る。 す なわ ちデ 「企業 の
形 を とる ビジネス か ら人 々が離 反す る傾 向」 が生 じてい る といわれ る(PL1厘rl,2002,CT
p.32-33,38-39,55)o
[中小 企業 の現状の特徴]
この よ うに,1980年代 以 降,増 大 して きた小企 業 の比重 は近 年 む しろ下が る傾 向が見 られ
るが,中 小企業 全体の現状 は どうであ ろ うか?
前述 の よ うに,ロ シアの法律 では 「小企業」 とい う概念 しか な く,そ れ はEUの 「中小企 業」
定 義 よ り狭 い 。 しか し近年,ロ シアの 「中小 企業 資源 セ ンター」が,EU,米 国 の統計 デー タ
と比較 可 能 なデー タを発 表 してい る。EUの 「TACIS(CIS技術援 助)」 プ ログラム に基 づ く研
究 プ ロジ ェク トの成果 で ある 『ロシア中小企 業概 観:2001年』(PU赫n,2002)と,米 国 国
際開発 庁(USAID)の資 金援助 を受 けた 『ロシア の中小 企業 の役割 と地位 の分析』(Pμ 酬rl,
2003)がそれ であ る。 そ こで,こ の2つ の報告書 か らロ シアの中小 企業 の量 的特徴 を もう少 し
詳 し く見 てみ よ う。
『ロシアの 中小企業 の役割 と地位 の分析』 は,そ の 冒頭 で,「3」 に紹介 した よ うな量 的デー
タを 「主 要 な結果」 と して示 し,次 の よ うに述べ てい る。「この よ うに,中 小企 業分 野で ロ シ
アが先 進 国 に決定 的に立 ち遅 れ てい るとい う従来の見解 は批判 に耐 えないので あ り,中 小企 業
の発 展 に関 す る一連 の 指 標 にお い て,わ が 国 は市 場 経 済 の特 徴 を有 して い る」(PU酬n
,2003,CTP.3)o
しか し,も う少 し立 ち入 ってEU諸 国の統計(表6)と 比較 してみ る と,別 の側面 もある。
まず,ロ シアの中小 企 業 は次 の よ うに分 類 され る。小 企業(「小 企業 への 国家支援 法」 に依
拠),自 営 業(「 法 人格 を もた ない事 業者」),個人農,中 企業(EU定 義 に従 う場合 は250人ま
で,米 国定義 に従 う場合 は500人まで。本稿 では,EU定 義 の数字 のみ挙 げ る)の4つ であ る。
2002年の統計 で は,企 業 総数 に占め る比重 は,小 企 業10.3%,自営業55.1%,個人 農3.1%,
中企 業25.0%,大企業6.6%である(PU瓢rl,2003,cTp.14)。表1-5に 見 られ るとお り,
各 カテ ゴ リーの基 準が異 なるので,こ れ をEU諸 国 の統 計 と比 較す るこ とはで きないが,法 人
格 を もた ない 自営業の比 重が高 い こ とは注 目すべ きであ る。
就 業者 総数 に占め る比 重 は,小 企 業11.0%,自営 業10.2%,個人農0.5%,中 企 業23.4%,
一 移行経済と中小企業 一 97
表6EU諸 国の民間中小企業(2000年)
中小企業 大企業 計
零細企業 小企業 中企業 計
企業数 1000 19040 1200 170 20415 40 20455
% 93.1 5.9 0.8 99.8 0.2 100
雇用数 1000 41750 23080 15960 80790 40960 121750
% 34 19 13 66 34 100
総売上高 100万ユ ー ロ 3808 3600 4080 12249 1020022500.5
% 17 16 19 54 46 100
1企業あたり従業員数 2 20 95 4 1020 6
1企業あたり売上高 100万ユ ー ロ 0.2 3.0 24.0 0.6 255.0 1.1
売上高に占める輸出の割合 % 7 14 17 13 21 17
1人当たり付加価値額 1000ユー ロ 40 75 105 65 115 80
付加価値に占める労務費の比率 % 66 66 58 63 49 56
(出所)EUCommision,2002(邦訳,44頁)よ り作 成 。
大企業54.8%である。・これ をEU諸 国の数 字 と比べ る と,ロ シ アで は大 企業 の比重 が高 いと言
える。年売上 高総額 に占め る比重 は,小 企業20.8%,自営 業2.]%,中企 業16.9%であ る(個
人農 の比 重 は不 明)(Pμ 漸rl,2003,cTp.19)。この数字 は,総 計 でEu諸 国 よ りか な り小 さ
い。 従業 員1人 あ た りの年売 上高 は,小 企 業53万2500ルー ブル,自 営業5万8600ルー ブル,
中企業38万8900ルー ブ ル,大 企業58万7700ルー ブ ルであ る(PU厘n,2003,cTp.22)。こ
こで さ らに わか る ことは,自 営業者 とい うカテ ゴ リー に入 るのは非常 に小 規模 で,し か も従業
員1人 当 た りの年売上 高 も極端 に小 さい業 者 とい うこ とであ る。
小企業 と自営業 につ いては,そ れ ぞれの総数 の産業部 門別内訳が 知 られてい る。小企業 では,
工業15.7%,輸 送2.5%,建 設15,8%,商 業 ・外 食産 業44.5%,学術 ・研 究4.5%,そ の他
17.0%であ り,自 営 業 で は工業5.8%,輸 送8.9%,建 設1.2%,商 業 ・外 食 産業67.5%,学
術 ・研究0.1%,そ の他16.4%であ る(PU柄H,2003,cTp.44)。
全体 的 に見 る と,EU諸 国 と比べ て,経 済 に 占め る中小企 業全 体 の比重 は まだ低 い。特 に,
自営業 の従業員1人 当 た りの年売 上高 の小 さ さが 目立 ってお り,こ れは 自営業 者が統計 に捕捉
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pp.95-96.Radaev,2003,pp.119-124)。第 の グループの障碍 は,市 場 イ ンフラの弱 さ との関
係 で発 生 する ものであ る。 す なわち,資 金調 達の困難,ビ ジネス ・パ ー トナ ー との信 頼 関係 の
確立 の 困難,情 報 ・訓練 の不 足 な どであ る。 ロシアの場 合,ビ ジネス に随伴 す る暴 力 の問題 も
ある。もうひとつ の グル ープの障碍 は,中 小企 業 と国家機 関 との 間の関係 に関す る ものであ る。
これ には重 い税負担,急 ご しらえの法制度 の不備,多 様 な 「行 政的障壁」(多 数の許認 可制度,
官僚 に よる賄 賂の 要求 な ど)が あ る。 特 に,「行政 的障壁」 はロ シアにおい て非常 に深刻 であ
る。
[政府等の中小企業支援政策]
市場経済移行開始時から,ロ シア政府は連邦 ・地方 レベルで小企業の発展を促進するための
施策を開始 したが,1994年からは,小 企業支援の包括的なプログラムが連邦 レベルで採択 さ
れてきた。そのプログラムには,公 的保証融資,低 利融資,設 備の賃貸,情 報提供,コ ンサル
ティング,教 育訓練などが含 まれている。これらのプログラムは,世 界銀行,USAID,EBRD,
OECDなどの国際機関の施策とも連動 して行われてきた。連邦政府は小企業 ・企業家活動支援
国家委員会を設置 し,地方 レベルでも同様の委員会が設置 された。また,プ ログラムの資金を
配分するための機関として,小 企業支援基金も設立 された。1995年には,「小企業への国家支
援法」が採択 され,ロ シアの小企業支援政策の法的基礎 となった。1998年に小企業 ・企業家
活動支援国家委員会は廃止 されたが,そ の機能はMAP(反独 占政策 ・企業家活動支援省)に
移行された。
だが,連 邦 ・地方 レベルでの小企業支援政策は,あ まり効果をあげてこなかった。その原因
としては,実 際 に配分 された資金が少なかったこと,MAPが,不 足 した人員で小企業支援 の
ほかにも多数の重要な課題 を抱えていたこと,配分 された資金のかな りの部分が,プ ログラム
のあいまい さ,汚職,官 僚主義の犠牲になったこと,な どが指摘されている。
プーチ ン政権 は2000年に成立 して以後,こ れまで とは異なる小企業支援戦略を実施 して き
た。それは,規 制緩和,脱 官僚制化である。2001年8月に,こ れに関連 した3つの法律一 「国
家査察の実施の さいの法人ならびに個人企業家の権利 の保護について」(2001年8月施行),
「各種事業の許可制について」(2002年2月施行),「法人の国家登記について」(2002年7月施







ポーランドでは,社 会主義時代にもかな りの規模の民間部門が存在 していた。特 に,農業,
小売業,手 工業においてそ うであった。 さらに,1980年代に政府は,市 場志向の改:革措置




体 ・閉鎖は,多 数の民間小企業の開業 ・発展をもたらした。すなわち,国 有企業の解体後,各
部門 ・事業部が民間企業 に改組 されたり,国有企業の人的 ・物的資産が有利な条件で民間企業
に引 き渡された り,国有企業の補助サービス部門(警 備,売 店奪 ど)が合理化 されて民間企業
に活動の場を与 えた。
1989年以後にはまた,ポ ーランドはEU諸国 との貿易 を自由化 し,他の諸国 との貿易障壁 を
低 くした。それに伴 い,海 外製品の輸入に従事する民間貿易会社のビジネスチャンスが広がっ
た。それらの会社の多 くは中小企業であった。
市場経済化後 しば らくするとポーランドは,外 国投資家にとって魅力的な国と見 られるよう
にな り,外 国直接投資の累積額 は膨 らんでいき,そ の結果,1999年には外資参加企業による
輸出額,輸 入額は,ポ ーラン ドの総輸出額,総 輸入額の過半 を占めるようになった。外資系小
企業の役割に関する統計は存在 しないが,す べてのポーランドの都市のサービス業(レ ス トラ
ンなど)で外資系小企業が活動 しているようである。
1990-1991年には中小企業数はほとんど増 えなかったが,1992-1993には激増 し,1993年
に199万件 に達 した。その後 も漸増傾向が続 き,1999年には301万件であった。
市場経済化初期には中小企業の投資率は きわめて低かったが,そ の後,上 昇 した。1992年
は0.4%,1999年は25.7%となったが,2000年にはまた下がった(Surdej,2003,pp.98-103)。
【中小企業 の現 状 の特 徴】
「3」で見 た よ うに,ポ ー ラ ン ドの 中小 企業 は,企 業総 数,就 業 者総 数,生 産総額 等 に占め
る比率 では,す で にEU平 均 に近 い。
業 種 別 に見 てみ よ う。 中小 企 業 が 当該 業種 にお い て 占め る雇 用 比率 は,商 業 ・修 理業 で
90%,ホ テル ・レス トラ ン業 で88.2%,ビ ジ ネス ・不動 産 サ ー ビス業 で80.3%,建 設業 で
76.7%,工業全 体 で48.7%であ る。 その他 の業種 で の中小企 業 の比重 は小 さい。GDPへ の 寄
与率 で も同 じ傾 向が 見 られ る。 す な わ ち,商 業 ・修 理業 で95%,ホ テル ・レス トラ ン業 で
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87.8%,ビジネス ・不動 産サ ー ビス業 で79.5%,建;設業で74.7%,工業で は36.5%である。
これ らの数 字 は,資 本や技 能 を比較 的必 要 としない業種 ほ ど中小 企業 のプ レゼ ンスが高 い と
い う一 般的 な法則 がポー ラ ン ドに も通 じるこ との証左 と見 られ てい る。 だがポー ラ ン ドの場合
そ れに とど まらず,中 小 企業 が 「発展」 よ りむ しろ 「生 き残 り」 を志 向 してお り,そ の よ うな
中小企 業 の最 も重 要な機能 は失業 の ク ッシ ョンと しての機 能で あ ると され る。 「革新性 に乏 し
く,輸 出力 競争力 が少 な く,(特 にハ イテ ク製 品の)生 産で は取 るに足 らない地位 しか占め て
い ない」 と も言わ れる(Surdej,2003,pp.103-104)。
[中小企業発展の障碍]
発展の障碍のひとつは市場競争が厳 しいことである。ポーラン ドの中小企業の場合,市 場が
ローカルで,参 入障壁が低いため,中小企業同士の競争が厳 しく,同時に,小 売業などでは大
企業(ス ーパ ーマーケ ッ ト,ハ イパーマーケッ トな ど)と の競争 に もさらされる。 また,
GDPの15-2`%を占めるといわれる闇経済は,税金や社会保障関係の支払いをせず,保 険 ・安
全基準なども守 らずに活動 し,中小企業に対する圧力 となっている。
資金調達 も中小企業にとって困難な問題 である。銀行の融資条件は厳 しい。ベンチャー ・キ
ャピタルはポーランドに5つ しかな く,しか も,これらの会社は主として中規模の企業 を支援
する。中小企業は意図的な代金不払いによって深刻 な打撃 をこうむることも多い。そのような
場合,裁 判に訴えても必ず しも成功 しない。
法制度の不備 も中小企業にとって障碍 となっている。急速 に法制改革が進められたことは,
市場経済化 という条件の下ではある程度やむをえないことであるが,法 寧の条文が不明確,複




第1は,法 律,規 制によるものである。1989年以来,私 的所有権を保障 し,会社法,破 産法
等,民 間企業活動にとって重要な法律 を制定 した。
第2は,資 金面での援助である。国立銀行の民営化 ・改組,イ ンフレの抑制,金 融部門の安
定化などのマクロ政策 を通 じて,間 接的に,中小企業が銀行融資を得 られやす くなるようにし
た。 また,中 小企業のための融資保証制度 も創設 された。12の 「地方保証基金」,EUその他
の諸国からの資金援助 を受けた特別の 「地方融資保証基金」が中小企業を含むさまざまな企業
への融資に保証 を与えて きているほか,「マイクロ ・ファン ド」 と呼ばれる,零 細企業に小額
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融資 を提供 する ことのみ を目的 とす る機 関 もあ る。
第3は,組 織的手段 に よる もの であ る。 各地 に設 立 された 「企 業家 イ ンキュベ ーター」やテ
クノ ロジー ・セ ン ターが,企 業 家 に必要 な現物支援 を与 えて きた。
第4は,知 識 ・情報 の普及 で ある。各地 の訓練 ・コ ンサル テ ィングセ ンターが,企 業 活動 に




ハ ンガリーが体制転換により本格的に市場経済化を開始するのは,ポ ーラン ドと同様1989
年のことであるが,ハ ンガ リーの場合は,1968年以後の改革,特 に1980年代 の改革のおかげ
で,中 小企業にとって比較的好適な環境がすでに存在 していた。
社会主義政権成立後,所 有権は原則的に国家の手に集中されていたが,1957年には農業集
団化は放棄 され,ま た協 同組合が自由化 された。1968年には国有企業にい くらかの 自主権が
与 えられた。1982年の 「新 しい小経済組織」 自由化 は,個 人と国有企業に中小企業を設立 し
た り,中小企業 と契約関係 を取 り結ぶことを可能にした。この措置により,中小企業ブームが
起 こった。1984年に国有企業 に自主管理が導入 された。1987-1989年の法制度の改正の結果,
国有企業は営利化 され,国 有企業から多 くの中小企業がスピンアウ トし,新 しい中小企業が開
業 し,その中には外国資本の参加するもの もあった。
1989年以後,中 小企業は急増 し,1990年代半 ばにいったん増加の足取 りが止 まったが,
1990年代末か らまた増加傾向にある(Dallago,2003,pp.78-82)。
市場経済移行以前か ら存在 していた中小企業は市場経済下で発展で きなかった。市場競争 を
勝 ち抜 くのに必要な知識,能 力,固 定資本,金 融手段などを持っていなかったからである。最
も有力な中小企業は市場経済移行の結果 として生まれた。すなわち,国有企業の最 も収益力あ
る部分の切 り離 し,な らびに,外 国直接投資 と結びついて生 まれた。 また,市 場経済移行過程




諸国の平均 とほぼ並ぶ ところまで来ているが,ハ ンガリーの中小企業の特徴 をさらに詳 しく見
てみ よう。
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まず,こ れまで,所 有構造において国家 と外資の役割が顕著であった。零細企業や,従 業員
のいない自営業の場合ですらそうであ った。 しか し,国家の役割は,と くに自営業の場合,激
減 してきている。他方,外 資の役割は,特 に零細企業において激増 してきている。
中小企業は少ない資本額で,伝 統的な軽工業と伝統的なサービス業に従事 している。垂直統
合的な関係 を多 く利用 してお り,総費用のなかで,半 製品の購入費,下 請け業者への手数料の
占める比重が相対的に大 きい。従業員1人当た りの粗利益,資 本1単位当た りの粗利益は,中
小企業のほうが大企業 よりも高い。
ただ し,近年の傾向 としては,こ れ らの粗利益 に関する指標の増加率が頭打ちになってきて




税金 ・補助金に関する状況が中小企業に不利 になってきて,税 金が補助金 を上回るようになっ
ている(た だ し,大企業 と比べ て社会保障費負担が少ない)こ と,銀行等からの融資が減少 し
ていることも,影響 しているかもしれない。
とはいえ,中 小企業の状況が一様に悪 くなっているわけではない。企業 と企業家の能力(知
識,ネ ットワーク,交 渉能力 など),活動分野,政 策,立 地,偶 然的機会(外 国からの投資な
'
ど)な どの要因によって状況 ・展望が異 なる。最 も成長 している中小企業は,製 造業,商 業,
不動産業,コ ンピュー タ ・サービス,建 設業などの成長部門に存在する。首都 ブダペス トでは
中小企業 は低迷 している。最 も中小企業が成長 しつつある地域は,工 業化の進んだ地域で,し
かも,外 資が進出 した り,あるいは国または国際機関の融資 プログラムが適用された地域であ
る。
中小企業に とって,企 業間ネットワークの形成が重要な意義を持つ ようになってきている。
すなわち,中 小企業は,製 品種類 を減 らして専門化 を進め,他 の企業 と棲み分けたり,あ るい





税負担が重いこと,中小企業政策が しば しば変更 されること,融資条件が中小企業にとって
厳 しいこと,銀 行が中小企業に融資 したがらないこと,官僚制の弊害があること,ソ フト面一
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経 営者訓練 プログ ラムの提供,市 場 調査,ビ ジネス プ ラ ン作成指 導一 での支援不足 な どが,発
展 の障碍 と して指摘 されてい る(Dallago,2003,p.82)。
[政府等の中小企業支援政策]
政府が中小企業支援のための最初の総合プログラムを決定 したのは1997年であった。それ
以後,ほ ぼ類似のプログラムが1999年と2002年にも作成 され,実 施 された。中央政府のほか
に,地 方自治体,経 営者団体,商 業会議所,国 際機関などが このプログラムの実施に関与して
お り,政府は商工 ・観光省に調整の責任 を持たせたが,調 整の不足,情 報伝達 ・収集の不備,
介入の重複,官 僚的欠点などのため,実 際に支援策 を利用することのできた中小企業は非常 に
少なかった。その上,大 部分の資金の配分が商業銀行を通 じて行われることになってお り,商
業銀行は中小企業を重視 していなかったので,融 資 を受けた中小企業は少なかった。
中央政府の政策が効果的でなかった理由は,2つある。ひとつは,地 域,部 門その他 により
非常に多様な中小企業 に対 して,中 央 レベルで支援策を立てることが客観的に困難なことであ
る。 もうひとつは,政 府が民営化や外資導入を優先 してお り,それらの結果 を見てから中小企
業政策を立てようとしていたことである。
1996年に地方 自治改革が始 まった。それにより,全国が7つの計画 ・統計地域に分けられ,
それらに地域開発計画 を実施する権限が与えられた。地域開発計画の一環 として,中小企業政
策 とそのための資金のかなりの部分が地方に渡 された。地方自治体は,好 適 な環境の創出,イ
ンフラの整備,融 資 ・サービスの提供,適 切な租税 ・行政システムの創出により,中小企業を
助けてきた。
2001-2006年の経済発展計画では,中 小企業について,雇 用創出力の強化,大 企業 との協




現在,中 国の中小企業は,中 小 国有 ・公有企業(都 市 に所在),郷鎮企業(か つての社隊企
業),私営企業 ・個人経営の3種類 に分け られる。1978年以後,そ れ らがどのように発展 して
きたかを見てみ よう。
1978年に 「改革開放政策」が開始 されると,ま ず発展 したのは農村工業を担 う社隊企業で
あった。1983年に工業部門の社隊企業 は74万4000社,就業者は2168万人,工 業生産総額に占
める社隊企業の比重は11.?%になっていた。建築部門では就業者483万人,交 通運輸部門では
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104万人で あ った。1985年に始 まる第7次5力 年 計 画で は郷鎮 企業 設立 が全 面 的 に奨励 され,
郷鎮企 業 は飛 躍的 に成 長 した(韓 朝華,2002,44-45頁)。1992年には,工 業部 門の郷鎮企 業 は
794万社,就 業 者 は6336万人で あ った。 建築部門 では就業者1541万人,交 通運輸 部 門では797
万 人であ った(戒 殿新,2003,129-130頁)。2002年現 在,郷 鎮企 業数 は2133万社,就 業者 数
は1億3288万人であ る(http://www.china.org.cn)。
1990年代 に中小企 業発 展 の焦点 となったの は,私 営 企業 ・個 人経営 であ る。1988年に憲 法
が改正 され,私 営経 済 に合 法的 な地位 が与 え られ て以 後,そ の急 速 な拡大 が始 まった。1992
年 以降 は年15%以 上 のス ピー ドで成 長 し,そ の生産額 はGDPの30%を 占め,特 に東 部沿海 の
各省 ・市 では その比率 は60%以 上 に も達 してい る(唐 元 憧,2003)。2001年の就 業者統 計 を
見 る と,都 市 部 の 私営企 業就 業者 は1527万人(都 市 部就 業者 総 数 の6.4%),個人経 営 者 は
2131万人(同8.9%),農 村部 の私 営企 業就業 者は1187万人(農 村部就 業者総 数 の2.4%),個
人経営 者 は2629万人(同5.4%)で あ る(http://www.china.org.cn)。私営企 業,個 人経 営の な
か には,大 企 業 に成 長 した もの もある(丘 桓 興,2003。封せ い,2003)が,多 くは中小企 業 で
あ る。
以上 の よ うな郷鎮企 業,私 営 企業 ・個 人経営 の発 展は,他 方で 国有 ・公有 の中小企業 に危機
を もた ら した。す なわ ち,中 小 国有 ・公 有企業 は,資 本装備率 が高 い割 に労働 生産性 が低 い と
い う国有企業 に共通 の傾 向 を有 して お り,し か も国有 大企業 と比べ て郷 鎮企業 ・民間企業 との




る。すなわち,中 小企業の中にはまず国有 ・公有企業が大量にある。郷鎮企業 も元来,農 村の
集団所有制企業,す なわち一種の公有企業である。実際には,「赤い帽子 をかぶった企業」 と
呼ばれる民 間の郷鎮企業があ り,1990年の時点でもすでに,郷 鎮企業総数に占める民間企業
の割合は92.2%に達 している。 しか し,この時点では,従 業員数では50.4%,付加価値生産額
では34.8%にとどまっていた。 さらに 「赤い帽子」は単なる飾 り物ではな く,民間企業の財産
権 を不明確 にし,自治体の企業経営への干渉,企業の権益への侵害 をもたらしていた(韓朝華,
2002,49-50,53-54)。純粋な民間企業と言えるのは私営企業 と個人経営だけであり,その比重
は相対的に低い。
しか し,この ような状況は現在,大 きく変わりつつある。
前項の末尾で述べた ように,中 小国有 ・公有企業は転換 を迫 られていた。その状況の下で
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1993年に党中央が社会主義市場経済化路線 を決定す ると,一 部の地方で,地 方行政主導の中
小国有 ・公有企業の民営化が始 まった。1995年になると,党 中央は 「採大放小」,すなわち中
小 国有企業民営化の方針 を打ち出したので,さ らに民営化の動 きが強 まった。1998年の国有
企業調査では,6割弱の企業が所有関係の変革を伴 う改革をすでに実施または計画 しているこ
とが明 らかとなった。国有企業数の推移を見ると,1995年か ら2000年の間に4割近 く減少 し
てお り,これは民営化の結果 と推定 される(今 井,2002,15-24頁)。
郷鎮企業 もまた,行 政 と企業の間の権利 ・義務関係の不明確 さに伴 う弊害 に直面 している。
かつては,農 村は物不足であ り,郷鎮企業は高い利益率 を上げることがで きたが,1980年代
後半か ら郷鎮企業間の競争,民 営企業 ・個人経営 さらには外資企業 との競争が始 まると,郷鎮
企業の利益率は低下傾向を示 し,経営の効率化 を必要 とするようになった。経営効率化をめざ
す郷鎮企業改革は大 きな成果を挙げなかったが,1990年代後半になると,郷 鎮企業民営化の




このように,中 国の中小企業は現在,全 体 として民営化過程 にある。
[中小企業発展の障碍]
中国中小企業の発展の障碍 としては,以 下のようなことが指摘 されている(塚 本,2003,
74-76頁)。
①融資 を受けに くい。所有形態による差別 もある。
②郷鎮企業,国 有 ・公有企業の場合,社 会関連の負担が大 きい。
③優秀な経営管理者,技 術者が不足 している。
④情報収集 ・処理能力,技 術力に劣 る。
⑤国家はこれまで大企業に注意を集中 していたため,中 小企業支援制度が不備である。
⑥ 中小国有 ・公有企業は,大 企業 と同様 の社会関連負担 を負いなが ら,大企業 より弱い地位
にあるために大企業から不当な経営上の圧迫を受けている。
⑦国が企業 に与えるさまざまなサービスは主 として大企業向けであり,中小企業 には利用で
きない。中小企業に関する全国的なデータベースも作 られていない。
⑧ 中小国有 ・公有企業は社会関連負担 を負い,そ の地方の社会的安定に貢献 しているので,
業績が悪 くても地方政府に保護 されている。そのため,中 小国有 ・公有企業は市場的な行動様
式を獲得 しにくい。
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⑨地方政府 はしば しば中小企業改革:に熱心でなく,地方政府 と企業の間の財産関係が明確化
されていない。
⑩ 中小国有 ・公有企業や郷鎮企業の民営化に際 しては,企 業資産が分散 ・消失する場合が し
ば しば見 られ,ま た,民 営化後の コーポレー ト・ガバナンスにも問題がある。
⑪社会に悪影響 をもたらすような企業活動を行 うものがある。コピー商品の販売,詐 欺,環
境問題の軽視 などである。
以上のように,中 国の中小企業 も,多 くの国で普遍的に見 られる障碍 と,移行経済特有の障
碍の両方に出会っている。
[政府等による中小企業支援政策]
従来,中 小企業は所有制別に異 なった管理制度の下に置かれてお り,統一的な中小企業支援
政策は存在 しなかった。 しか し,上述のとお り,中小国有 ・公有企業 と郷鎮企業の民営化の過
程が本格化する とともに,統 一的支援策 も始まり,2002年には,中 小企業支援のための基本
法規 として,「中小企業促進法」が成立 ・施行された。その趣 旨は次の7項 目にまとめ られる
(凌星光,2003,141-154頁)。
①産業構造調整の推進。中小企業を 「専,精,特,新 」(専業性,高 質性,特 殊性,清 新性)
の方向で発展 させる。











5.移 行 経済 にお け る中小 企 業 の比 較 と展望
筆者はロシア東欧企業論 を専門としているが,ポ ーランド,ハ ンガリー,中 国については現
地語 をマスター していないため,2次文献 しか利用 できなかった。 また,中 小企業論について
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の知識 も不十分である。そのため,情 報収集 も分析 も十分でないが,と りあえず,以 上 をもと
に,ロ シア,中 東欧(ポ ーランド,ハ ンガリー),中国の中小企業を比較 してみると,次の よ
うなことが言えよう。
まず,ロ シアでは,市 場経済移行 とともに民間中小企業セクターが自然発生的に成立 してき
たが,「行政的障碍」など,そ の発展 を阻止する土壌があ り,結局の ところ,中 小企業発展の
ためには,市 場経済システムそのものの正常化が待たれるという状況である。
ポーラン ドでは,社 会主義時代 にもかなりの規模の民間部門が存在 していたことの影響で,
中小企業セクターが量的にはEU平均に近いところまですでに発展 している。問題は,こ れ ら
中小企業が 「失業の受 け皿」,さらにはニッチ市場の穴埋 め役 とはなっていても,イ ノベーシ
ョンの担い手,「柔軟な専門化」の担い手 となっていないことである。す なわち,競 争力ある
工業製品の生産などに関与 していない。
ハ ンガリーでは,長 く 「社会主義市場経済」への取 り組みが行われてお り,さ らに1980年
代初めに大量 の中小企業が現れていたため,1990年代半 ばにはすでに中小企業セクターの
「自然発生的」潜在力は枯渇 し,中小企業ごとの業績の差が大 きくなっている。一部では,大
企業,外 資企業を含む他の企業 との間の企業間ネッ トワークの形成によってイノベーションの
担い手,「柔軟な専門化」の担い手となる中小企業が登場 してきている。
中国では,1980年代には農村の郷鎮企業が,1990年代 には私営企業 ・個人経営が,特 別の
支援 も受けずに自然発生的に成長 し,中小国有 ・公有企業 とともに巨大な中小企業セクターを
形成 してきた。中小企業はこれ まで,物 不足経済に生活必需品を提供 し,農村の失業予備軍 に
職を与 える,と いう役割 を主として果たしてきたが,現 在では所有関係の不明確 さ,技術 ・情
報力の不足などが発展の障碍となっている。これ らの障碍を除去するために,郷 鎮企業,中 小
国有 ・公有企業は民営化 されつつあ り,また,大 企業,外 資企業などとのネットワークを形成
しつつある。
この ような現状 にある移行経済諸国の中小企業セクターは,今 後 どのようになってい くであ
ろうか?ま た,中小企業セクターが さらに発展 してい くとすれば,そ のためにはどのような条
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ル ト」(rustbelt)と呼ばれるような地域では,中 小企業のイノベーション ・レベルはむしろ
低い。移行経済諸国でも同様の傾向が見 られる。
NTBFの育成に関連 して,注 目すべ きことは,イ ノベーションは企業 レベルではなく,地域
レベルで生まれるとい うことである。すなわち,関連の企業 と組織(大 学,業 界団体,訓 練機
関など)が1箇 所 に集 まることによってイノベーションが生 まれる。この ような企業家精神の
ある地域 を発展 させるためには,ひ とつには,大 学や研究機関のイノベーション潜在力 を高め
るための文化変革が必要である。 もうひとつには,NTBFが技術力 ・経営力 を獲得で きるよう
支援する必要がある。
さらに,企 業家ネットワーク,産 業地区,大 企業 と中小企業の協力,税 制上のインセンティ
ヴ,融 資獲得や株式発行の可能性 などが必要である。資金面ではリスク ・キャピタルも必要で
ある。
③先進諸国では,よ り戦略的 ・集中的な中小企業支援インフ'ラが必要である。移行経済諸国
では,さ らにもっとそれが必要である。政治的安定,な らびに,中 小企業がたんに生 き残 るだ
けでなく繁栄できるようなマクロ経済状況を提供すること一 これは政府の責任である。これは,
すべ てのタイプの企業の発展のための平等な条件 を作 り出すことにとどまらず,新 しい中小企
業 を利す る 「不平等な機会」を作 り出すことである。政府は中小企業の重要性が認識 されるよ
うにし,そ の発展 を阻害する諸要因を取 り除かねばならない。「1980年代以降,西 欧でも中東
欧で も経済において中小企業発展が果たす役割は大 きかった。 もし中小企業セクター とNTBF




ではな く,長期的な事業である。企業家は変化のエージェン トであ り,継続的な経済発展を確
保するのに必要な変化 をもたらすのは企業家である。企業家精神 と中小企業の役割 を研究する
学者たちは,企 業家を支援する方法 を政治家や官僚 に助言することが必要である。




企業の状況には,各 国のマクロ経済状況,社 会 ・文化状況,社 会主義時代の計画経済システム
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